
(政－様式４）重点施策調書

③細項目コード
1121
1122
1123

⑤関係部局

【現状分析】

①施策名 礎１－（２）　人々がはつらつとして活躍する社会の実現

②細項目

①さまざまな知恵の活用や新たな就業・起業へのチャレンジに
対する支援
②男女共同参画社会の形成
③高齢者の生きがいづくり

④主担当課 商工労働部　商工総務課
企画調整部、文化スポーツ局、生活環境部、
保健福祉部、商工労働部、農林水産部

⑧平成21年度の主な
取組み実績・成果

〈細項目①〉
◆ふくしまチャレンジャー支援事業（起業化のためのマッチングフェアやセミナーの開催）
　　ふくしまチャレンジャープレゼンテーション等を実施し、71名が参加した。
◆インキュベートルーム（起業支援室）運営事業（ソフト系ＩＴ分野等を対象に入居者を支援）
　　H21年度年間稼働率95.6％
〈細項目②〉
◆団体との連携講座開催事業
　市町村、ＮＰＯ及び女性団体等と企画段階から連携し、地域の課題等を踏まえた講座等を実施
　開催方部数　３方部
◆農業・農村男女が共に輝く活動促進事業
　ワーク・ライフ・バランスの実現、人材育成等のため、家族経営協定の締結を促進
　家族経営協定締結数　１,０１２戸 （Ｈ２１年度末現在）
〈細項目③〉
◆老人クラブ活動推進員設置等補助事業
　県老人クラブ連合会に活動推進員を設置し、単位老人クラブの育成及び老人クラブ活動の充実等を
図った。
◆シルバー人材センター連合会補助金
　　シルバー人材センターに係る普及啓発・広域化を含めた育成指導などを行う社団法人福島県シル
バー人材センター連合会に対して、その運営費の一部を補助することなどにより、高齢者の就業機会
の確保・提供を通じて、その生きがいの充実や社会参加を推進した。

⑥指標の分析

◆大学発ベンチャー企業数
　新設数が逓減する中（H19　4件→H20　2件）、廃業数は増加しており（H19　0件→H20　5件）、昨今
の経済情勢を鑑みても厳しい状況ではあるが、大学等と連携し、目標達成を図る。
◆市町村における男女共同参画計画の策定率
　Ｈ１９　２６．７％からＨ２１　３９．０％と上昇傾向にあるものの、依然として全国平均を大きく下回って
いる。
◆シルバー人材センター会員のうち活動している者の割合
　平成１８年度以降８６％台で推移してきたが、平成２１年度は８４．０％と基準年度（平成20年度）を下
回っている。　（目標値は２６年で９０％以上）

⑦社会経済情勢等

◆世界的な金融危機に伴う景気の低迷と雇用情勢の悪化
◆国公立大学の法人化に伴う経営効率の重視
◆団塊の世代の大量退職
◆新しい公共の考え方などＮＰＯ法人等に期待される役割が増大
◆家族経営における家族労働に対する評価不足
◆女性の就業継続、再就業、キャリアアップが困難な雇用形態及び社会状況
◆仕事と生活の調和(ワーク･ライフ･バランス)の認知度の低調（Ｈ２１．１２　内閣府調査　１８．９％）
◆国における実効性のある「第３次男女共同参画基本計画」策定の動き（平成２２年内に策定予定）
◆高齢化の進行



⑪今後の取組みの
方向性

〈細項目①〉
◆ソーシャルビジネスやコミュニティビジネスの広報イベントを開催し、社会的認知度の向上を図るとと
もに社会起業家育成塾を開催し、これらの事業の起業に伴う経営ノウハウを習得させ、成功事例を
作っていく。
◆チャレンジャーマッチングフェアの開催などを通じ、専門家や高等教育機関等の知の有効活用や従
来の商工業の枠を超えた連携・地域産業の6次化を推進し、新たな就業や起業支援を行い開業率の
向上を図る。
〈細項目②〉
◆男女共同参画計画未策定市町村を訪問し、トップに直接働きかけるとともに、計画策定作業の具体
的な進め方を示したマニュアルを作成し、計画策定を促進させる。
◆性別による固定的役割分担意識の解消に努める。また、農業分野においては、経営の方針、休
日、労働報酬等について家族内の話し合いにより定める家族経営協定の締結推進により、労働環境
の整備を進めていく。商工業等の自営業においても家族の労働が正当に評価されるよう啓発してい
く。
〈細項目③〉
◆一般労働者派遣事業への参画など、高齢者の特性に応じた就業機会の確保を図っているシル
バー人材センター事業を引き続き支援していく。
◆魅力ある老人クラブの育成や老人クラブの活動充実支援を行う。

⑨平成22年度の
主な取組み

〈細項目①〉
◆ふくしまチャレンジャー支援事業
◆インキュベートルーム（起業支援室）運営事業
〈細項目②〉
◆男女共生センターネットワーク推進事業（未来館フェスティバル開催事業、団体との連携講座開催
事業）
◆(新)ワーク・ライフ・バランス推進事業（大学との連携講義及び子育て・介護をテーマとした方部別講
座の実施）
◆、(新)ワーク・ライフ・バランス推進・意識調査事業<緊急雇用創出基金事業>（ワーク・ライフ・バラン
スキャンペーンクルーによる企業訪問などの啓発事業、ワーク・ライフ・バランス推進のための施策や
企業における取組等について検討する懇談会及びワーク・ライフ・バランスに関する意識調査）
◆農業・農村男女が共に輝く活動促進事業
〈細項目③〉
◆老人クラブ活動推進員設置等補助事業
◆シルバー人材センター連合会補助金

【課題整理】

⑩施策を推進する上
での課題

〈細項目①〉
◆子育て、介護、環境対策等の社会的課題をビジネスの手法を活用して解決していく事業主体として
のソーシャルビジネスやコミュニティビジネスに取り組む者が十分に育成されていない。
◆開業率の上昇が見込めない事から、県内経済の活力が減退する恐れがある。
〈細項目②〉
◆市町村における男女共同参画計画策定を促進する上で、市町村トップの意識向上及び、計画の重
要性の認識が必要である。
◆家族経営における家族労働に対する正当な評価のため、家族の労働価値に対する認識を変える
必要がある。
〈細項目③〉
◆シルバー人材センターの平成21年度の会員数は前年度より増加している（平成20年度14,658人→
平成21年度14,936人）が、厳しい経済情勢の中、会員の活動の場が十分確保されていない。
◆一つの社会参加の機会である老人クラブの会員数が減っている（平成20年140,079人→平成21年
133,883人）。

【今後の取組みの方向性】



（政－様式４の付表）

　指標の状況

①施策

②細項目 ③コード
1121
1122
1123

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 32件 34件 36件 38件 40件

実績 31件 28件

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H18 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 6.0% 6.4%

実績 5.5%

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 42.4% 45.8% 54.2% 62.7% 70.0%

実績 26.7% 38.3% 39.0% 42.4%

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0%

実績 34.8% 35.2% 34.9% 34.9%

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績 6.6% 6.5% 7.5%

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 86.5% 87.0% 88.0% 89.0% 90.0%

実績 86.1% 86.2% 84.3%

達成率

⑦分　析

 H16で3.68%、H18で5.5%と若干上昇したが、一般的に開業率は名目GDPと相
関関係があると言われており、名目ＧＤＰが横ばい状態で続いていることか
ら、開業率の大幅な上昇は期待できないと考えられる。

010　市町村における男女共同参画計画の策定率　(細項目②)

県内のシルバー人材センターの会員のうちどのくらいの会員が就業しているかを示す指標

平成１８年度以降８６％台で推移してきたが、平成２１年度は８４．０％と基準
年度（平成20年度）を下回っている。　（目標値は２６年で９０％以上）

県が設置する法律または政令による審議会等に占める女性委員の割合（女性登用率）

全国平均は上回っているものの、男女共同参画社会基本法及び男女共同参
画推進本部が掲げる数値（男女いずれか一方の性が１０分の４未満とならな
い）には及ばない状況である。

013　民営事業所の管理職における女性の割合　(細項目②)

常用労働者30人以上を雇用する県内民営事業所の係長相当職以上の女性管理職の割合

前年度より上昇したものの、依然、低調である。

014　シルバー人材センター会員のうち活動している者の割合　(細項目③)

県内市町村のうち、男女共同参画基本計画を策定している市町村の割合

上昇傾向にあるものの、依然として全国平均を大きく下回っている。

012　県の審議会等における女性委員の割合　(細項目②)

礎１－（２）　人々がはつらつとして活躍する社会の実現

①さまざまな知恵の活用や新たな就業・起業へのチャレンジに対する支援
②男女共同参画社会の形成
③高齢者の生きがいづくり

009　大学発ベンチャー企業数　(細項目①)

大学と関連の深いベンチャー企業の設立件数

新設数が逓減する中（H19　4件→H20　2件）、廃業数は増加しており（H19　0
件→H20　5件）、昨今の経済情勢を鑑みても厳しい状況であるが、大学等と
連携し、目標達成を図る。

011　開業率　(細項目①)

新規創業がどの程度増加したかを示す指標
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（モニタリング指標）



(様式３）細項目調書

③細項目コード 1121

⑤関係部局

【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・ソーシャルビジネスやコミュニティビジネスの広報イベントを開催し、社会的認知度の向上を図ると
ともに社会起業家育成塾を開催し、これらの事業の起業に伴う経営ノウハウを習得させ、成功事例
を作っていく。
・チャレンジャーマッチングフェアの開催などを通じ、専門家や高等教育機関等の知の有効活用や
従来の商工業の枠を超えた連携・地域産業の6次化を推進し、新たな就業や起業支援を行い開業
率の向上を図る。
・緊急雇用対策基金を活用して行う起業支援補助員設置業務などを通じ、団塊の世代の知識や経
験の有効活用を図る。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○大学等の知の活用による地域支援事業（大学等の研究内容を活かし、地域が抱える課題解決
を支援）
・取り組んだ地域課題2件
○県民カレッジ推進事業（県民の学習ニーズやライフステージに配慮した学習情報等の提供によ
り、学習活動を支援）
・県民カレッジ受講者数44,341人
○ふくしまチャレンジャー支援事業（起業化のためのマッチングフェアやセミナーの開催）
・ふくしまチャレンジャープレゼンテーション等を実施し、71名が参加した。
○インキュベートルーム（起業支援室）運営事業（ソフト系ＩＴ分野等を対象に入居者を支援）
・ H21年度年間稼働率95.6％
○福島県大町起業支援館運営事業（カスタマーセンター業等を対象に入居者を支援）
・新規入居者1社を含む2社が入居し、合計53名（H22年6月末現在）が雇用されている。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ、ⅲ大学等の知の活用による地域支援事業
各地域が抱える課題に対し、各大学等の研究内容を活かした解決策を募集し、課題解決の支援を
行う。
ⅰ、ⅲ県民カレッジ推進事業
各団体が実施する学習機会情報等の提供により、学習活動の支援を行う。
ⅱ、ⅳふくしまチャレンジャー支援事業
ふくしまチャレンジャーマッチングフェアの開催等により起業等の支援を行う。
ⅱ、ⅳインキュベートルーム（起業支援室）運営事業
将来的に高い成長が見込まれるソフト系ＩＴ分野を主たる入居対象とし、入居者の経営支援等を行
う。
ⅱ、ⅳ福島県大町起業支援館運営事業
カスタマーセンター業等を対象に入居者支援や雇用創出及び中心市街地の活性化を図る。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・子育て、介護、環境対策等の社会的課題をビジネスの手法を活用して解決していく事業主体とし
てのソーシャルビジネスやコミュニティビジネスに取り組む者が十分に育成されていない。
・開業率の上昇が見込めない事から、県内経済の活力が減退する恐れがある。
・団塊の世代の知識や経験が十分に生かされていない。

⑧社会経済情勢等

・世界的な金融危機に伴う景気の低迷
・国公立大学の法人化に伴う経営効率の重視
・団塊の世代の大量退職
・社会の成熟化に伴う社会問題の複雑化
・新しい公共の考え方などＮＰＯ法人等に期待される役割が増大

⑥細項目の具体的な
取組み

①施策名 人々がはつらつとして活躍する社会の実現

②細項目
さまざまな知恵の活用や新たな就業・起業へのチャレンジに対す
る支援

④主担当課 商工労働部　産業創出課
企画調整部　文化スポーツ局
生活環境部　保健福祉部　商工労働部

交換・連携などができる場の設定に取り組みます。
ⅱ　新たな事業の創業に対するノウハウや経営の知識等に関する相談・助言などの支援を推進し
ます。
ⅲ　仕事をしながら、自らの研さんに取り組もうとしている人に対する学習機会の提供や学習情報
の提供を進めます。
ⅳ　退職した団塊の世代の人々が、それまで培った専門的な知識や技術を用いて起業ができるよ
うに支援するとともに、地域の中小企業等において、持てる知識や技術などを活用できるように支
援します。

【現状分析】

⑦指標の分析

○大学発ベンチャー企業数
   新設数が逓減する中（H19　4件→H20　2件）、廃業数は増加しており（H19　0件→H20　5件）、昨
今の経済情勢を鑑みても厳しい状況ではあるが、大学等と連携し、目標達成を図る。
○開業率
   H16で3.68%、H18で5.5%と若干上昇したが、一般的に開業率は名目GDPと相関関係があると言わ
れており、名目ＧＤＰが横ばい状態で続いていることから、開業率の大幅な上昇は期待できないと
考えられる。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード １１２２

⑤関係部局

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○未来館フェスティバル開催事業
　　　意識啓発と県民相互交流促進のため、講演会や県民参加企画等を実施
　　　参加者数　４，５００名
○団体との連携講座開催事業
　　　市町村、ＮＰＯ及び女性団体等と企画段階から連携し、地域の課題等を踏まえた講座等を実施
　　　開催方部数　３方部
○男女共同参画社会形成への環境づくり事業
　　　関係機関  ・団体の連携強化及び効果的な推進方策等を検討するため、「農山漁村男女共同
参画推進会議」を開催
○農業・農村男女が共に輝く活動促進事業
　　　ワーク・ライフ・バランスの実現、人材育成等のため、家族経営協定の締結を促進
　　　家族経営協定締結数　１,０１２戸 （Ｈ２１年度末現在）

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ男女共生センターネットワーク推進事業（未来館フェスティバル開催事業、団体との連携講座開催
事業）、(新)ワーク・ライフ・バランス推進事業（大学との連携講義及び子育て・介護をテーマとした方
部別講座の実施）、(新)ワーク・ライフ・バランス推進・意識調査事業<緊急雇用創出基金事業>（ワー
ク・ライフ・バランスキャンペーンクルーによる企業訪問などの啓発事業、ワーク・ライフ・バランス推
進のための施策や企業における取組等について検討する懇談会及びワーク・ライフ・バランスに関
する意識調査）
ⅱ農業・農村男女が共に輝く活動促進事業（農村社会に参画できる女性農業者の支援事業（家族経
営協定締結推進）、男女共同参画社会形成への環境づくり事業（推進会議の開催））

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・依然として、社会における男女共同参画の必要性に対する認識が低い。
・市町村における男女共同参画計画策定を促進する上で、市町村トップの意識向上及び、計画の重
要性の認識が必要である。
・家族経営における家族労働に対する正当な評価のため、家族の労働価値に対する認識を変える
必要がある。
・あらゆる分野において、まだ女性の意思決定過程への参画が十分でない。
・様々な分野に参画する機会の男女間格差を改善するため、企業や団体トップ等のポジティブ・アク
ション（性別による固定的な役割分担意識や過去の経緯等から男女間に生じている差があるとき、
それを解消するために行う積極的な取組み）への理解が必要である。
・男性が長時間労働により家庭生活に関わることができない状況や、育児や家事、介護などの家庭
責任が女性の大きな負担となり働き続けることが困難である等の状況を変えていくことが必要であ
る。

⑧社会経済情勢等

・世界的な金融危機以来の経済の低迷及び雇用情勢の悪化
・依然として大きい男女の賃金格差
・性別による役割分担意識の残存
・家族経営における家族労働に対する評価不足
・女性の就業継続、再就業、キャリアアップが困難な雇用形態及び社会状況
・仕事と生活の調和(ワーク･ライフ･バランス)の認知度の低調（Ｈ２１．１２　内閣府調査　１８．９％）
・国における実効性のある「第３次男女共同参画基本計画」策定の動き（平成２２年内に策定予定）

⑥細項目の具体的な
取組み

①施策名 礎１－（２）人々がはつらつとして活躍する社会の実現

②細項目 ②男女共同参画社会の形成

④主担当課 生活環境部　人権男女共生課 生活環境部、商工労働部、農林水産部

ⅰ　男女がともに、持てる個性や能力を発揮できる男女共同参画社会の形成に向けて、普及・啓発活動を進
めるとともに、男女共同参画に関する教育の充実を図ります。
ⅱ　あらゆる分野の意思決定過程に男女がともに参画できるための取組みを進めます。

【現状分析】

⑦指標の分析

○市町村における男女共同参画計画の策定率
　　Ｈ１９　２６．７％からＨ２１　３９．０％と上昇傾向にあるものの、依然として全国平均を大きく下
回っている。
○県の審議会における女性委員の割合
　　全国平均は上回っているものの、男女共同参画社会基本法及び男女共同参画推進本部が掲げ
る数値（男女いずれか一方の性が１０分の４未満とならない）には及ばない状況である。
○民営事業所の管理職における女性の割合（モニタリング指標）
　　前年度より上昇したものの、依然、低調である。



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・あらゆる機会を捉えて男女共同参画の必要性（ポジティブアクションを含む）を啓発するとともに、市
町村、企業、団体のトップに対し、その推進を働きかける。
・男女共同参画計画未策定市町村を訪問し、トップに直接働きかけるとともに、計画策定作業の具体
的な進め方を示したマニュアルを作成し、計画策定を促進させる。
・性別による固定的役割分担意識の解消に努める。また、農業分野においては、経営の方針、休
日、労働報酬等について家族内の話し合いにより定める家族経営協定の締結推進により、労働環
境の整備を進めていく。商工業等の自営業においても家族の労働が正当に評価されるよう啓発して
いく。
・女性のキャリア形成を促進して人材を育成し、男女がともに意思決定過程に参画できるようにす
る。
・男女がともに仕事や家庭生活、地域生活など様々な活動を展開していくためには、仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進し、企業・団体等への意識啓発を行うとともに、職場風土改善
を図る。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード 1123

⑤関係部局

【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・一般労働者派遣事業への参画など、高齢者の特性に応じた就業機会の確保を図っているシル
バー人材センター事業を引き続き支援していく。
・引き続き、高齢者の就業しやすい職場環境の整備を行う。
・魅力ある老人クラブの育成や老人クラブの活動充実支援を行う。
・高齢者が培った知識や経験を生かした新たな事業展開を支援する取組みを既存のさまざまな事
業を含めて検討する。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○老人クラブ活動推進員設置等補助事業
　県老人クラブ連合会に活動推進員を設置し、単位老人クラブの育成及び老人クラブ活動の充実
等を図った。
○シルバー人材センター連合会補助金
　シルバー人材センターに係る普及啓発・広域化を含めた育成指導などを行う社団法人福島県シ
ルバー人材センター連合会に対して、その運営費の一部を補助することなどにより、高齢者の就
業機会の確保・提供を通じて、その生きがいの充実や社会参加を推進した。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ  老人クラブ活動等社会活動促進事業
ⅰ  高齢者の健康・生きがいづくり事業
ⅱ　シルバー人材センター連合会補助金
ⅱ　農産加工技術センター運営費

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・シルバー人材センターの平成21年度の会員数は前年度より増加している（平成20年度14,658人
→平成21年度14,936人）が、厳しい経済情勢の中、会員の活動の場が十分確保されていない。
・一つの社会参加の機会である老人クラブの会員数が減っている（平成20年140,079人→平成21
年133,883人）。
・今後高齢化が進む中で、高齢者が培った知識や経験を生かした事業を展開する場の確保が課
題である。

⑧社会経済情勢等

・高齢化の進行
・地域社会における人間関係の希薄化
・生産年齢の減少と長寿命化
・経済・雇用情勢の悪化

⑥細項目の具体的な
取組み

①施策名  礎１－（２）人々がはつらつとして活躍する社会の実現

②細項目 ③高齢者の生きがいづくり

④主担当課 保健福祉部　高齢福祉課 保健福祉部、商工労働部、農林水産部

ⅰ　高齢者が生きがいを持って積極的に社会参加できる環境の整備を進めます。
ⅱ　高齢者が長年培った豊富な知識や経験を生かして、農産物加工所や伝統工芸品製作所の運営など、
新たな事業展開の取組みを促進します。

【現状分析】

⑦指標の分析

○シルバー人材センター会員のうち活動している会員の割合
　平成１８年度以降８６％台で推移してきたが、平成２１年度は８４．０％と基準年度（平成20年度）
を下回っている。
　（目標値は２６年で９０％以上）



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

1121

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

   ふくしまチャレンジャープレゼンテーショ
    ンの開催（11月）
　　参加者数71名

   ふくしまチャレンジャーマッチングフェア
    の開催（１回）
　  参加者数50名

①入居者の支援
  H21年度年間稼働率95.6%
②運営評価委員会（５月、８月、１２月、３
   月）

①入居者の支援
　 H22年度年間稼働率95.6％
②運営評価委員会（４回）

取組んだ地域課題　：（目標）２件（実績）２
件

取組む地域課題：（目標）３件

①県民カレッジ受講者数
　　(集計中)

①県民カレッジ受講者数の増加

現在、新規入居1社を含む4社が入居し、合
計62名が雇用されている。

現在の空き室1部屋への 新規入居1社を確
保し、更なる雇用創出を目指す。

5,619
再
掲

（再掲）県民カレッジ推進事
業

文化スポー
ツ局
生涯学習課

⑩
始期

①福島駅西口インキュベートルーム運営委託事業
　 将来的に高い成長が見込まれるソフト系ＩＴ分野
を主たる入居対象とし、入居者の経営支援を行う
とともに、インキュベートルームの施設管理を行う
ことについて、指定管理者に業務を委託する。
②福島駅西口インキュベートルーム管理関連事業
　 インキュベートルームの適切な運営を行うため、
外部有識者・専門家による「福島駅西口インキュ
ベートルーム運営評価委員会」を開催する。

○連携機関の参画による事業展開
　県民の学習ニーズや学習環境に配慮した学習
機会の提供等により、学習活動を支援する。
１　「地域づくりにつながる人づくり」連携強化モデ
ル事業
２　生涯学習による人づくりセミナー
○学習情報の提供
　県、市町村、大学等高等教育機関、民間事業
者、ＮＰＯ等が実施する学習機会について情報提
供を行う。
１　生涯学習情報提供システムの運営
２　学習情報誌の発行

大学等から地域課題の解決策を募集し、「大学等
空白地域」における複数大学等が連携した取組み
を選定・実践するとともに、各大学等の地域貢献
事例を紹介するセミナー及び相談会などにより、
地域と大学等の自主的な連携を促進する。

17

H24

22

①起業家育成事業
 ・ふくしまチャレンジャーマッチングフェアの開催
 ・ソーシャルビジネス広報イベントの開催
 ・社会起業家育成塾の開催
②インキュベーション推進事業
 ・セミナー、講演会、地域起業相談会の開催
 ・総会、会議の開催、ＨＰの運営
 ・外部講師勉強会、支援事例勉強会の開催

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　大学等の知の活用や高等教育機関を含めた産学民官の連携などにより、知恵と技術の情報交換・連携などができる場の設定
に取り組みます。
ⅱ　新たな事業の創業に対するノウハウや経営の知識等に関する相談・助言などの支援を推進します。
ⅲ　仕事をしながら、自らの研さんに取り組もうとしている人に対する学習機会の提供や学習情報の提供を進めます。
ⅳ　退職した団塊の世代の人々が、それまで培った専門的な知識や技術を用いて起業ができるように支援するとともに、地域の中
小企業等において、持てる知識や技術などを活用できるように支援します。

 礎１－（２）人々がはつらつとして活躍する社会の実現

①さまざまな知恵の活用や新たな就業・起業へのチャレンジに対する支援

ⅰ 4
大学等の知の活用による地
域支援事業

企画調整部
企画調整課

⑨予算額
（千円）

ふくしまチャレンジャー支援
事業

商工労働部
産業創出課

23

929

7,116

H12

H15

21

商工労働部
産業創出課

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

H22

ⅱ
ⅳ

インキュベートルーム（起業
支援室）運営事業

ⅱ
ⅳ

2

22,665

再
掲

（再掲）福島県大町起業支援
館運営事業

商工労働部
商工総務課

3,537 H22 H24

起業化支援と雇用創出及び中心市街地の活性化
を図るため、産業支援サービス業として成長が期
待されるカスタマーセンター業等を対象に福島県
大町起業支援館内部屋を賃貸する。　(計5部屋、
最長8年間)

-



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

1122

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

１フェスティバル参加者数　4,500名
２開催方部数　３方部

１フェスティバル参加者数　4,000名程度
２開催方部数　３方部

家族経営協定締結数　１,０１２戸
                        （目標１，０１８戸）

家族経営協定締結数　１,０９５戸

－

１大学２校と連携
２、３県内７方部で開催

－

キャンペーンクルー訪問企業件数　４００件
推進懇談会の開催　年３回開催
意識調査企業数　 　1，800社
　　〃　　従業員数　18，000人

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ
 

ⅱ

農業・農村男女が共に輝く活
動促進事業

 礎１－（２）人々がはつらつとして活躍する社会の実現

②男女共同参画社会の形成

⑨予算額
（千円）

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

１未来館フェスティバル開催事業
　男女共同参画社会の意識啓発を図るとともに、
県民相互の交流を促進するため、講演会やワーク
ショップ、県民参加企画等を行うフェスティバルを
開催する。
２団体との連携講座開催事業
　市町村、NPO及び女性団体等と企画段階から連
携し、住民を対象にそれぞれの地域課題等を踏ま
えながら、連続講座やワークショップを開催する。

１ 男女共同参画社会形成への環境づくり事業
　 農山漁村における男女共同参画社会の形成を
更に推進するため、県において「農山漁村男女共
同参画推進会議」を開催し、関係機関  ・団体の連
携強化及び効果的な推進方策等を検討する。
２ 農村社会に参画できる女性農業者の支援事業
　 家族経営協定の締結推進によるワーク・ライフ・
バランスの実現と農山漁村における女性人材の
育成を図るとともに、意思決定過程への女性の参
画を促進する。

H21

H22

H23

H26

⑩
始期

ⅰ　男女がともに、持てる個性や能力を発揮できる男女共同参画社会の形成に向けて、普及・啓発活動を進めるとともに、男女共
同参画に関する教育の充実を図ります。
ⅱ　あらゆる分野の意思決定過程に男女がともに参画できるための取組みを進めます。

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

34,220

ⅰ
男女共生センターネットワー
ク推進事業

生活環境部
人権男女共
生課

1,454

再
掲

1
（再掲）（新）ワーク・ライフ・
バランス推進事業

再
掲

1
（再掲）（新）ワーク・ライフ・
バランス推進・意識調査事
業

商工労働部
雇用労政課

農林水産部
農業振興課

875

H24

ワーク・ライフ・バランスキャンペーンクルーによる
企業訪問などの啓発事業、ワーク・ライフ・バラン
ス推進のための施策や企業における取組等につ
いて検討する懇談会及びワーク・ライフ・バランス
に関する意識調査を実施することにより、ワーク・
ライフ・バランスに関する理解と企業の自主的な取
組みを促進する。
１　ワーク・ライフ・バランス推進事業
２　ワーク・ライフ・バランス意識調査事業

H22

１大学連携講座の実施
 　県内大学と連携し、就職や家庭を持つことが身
近な大学生を対象とした、WLB推進の必要性を理
解するための講義を開催する。

２ワーク・ライフ・バランス講座（子育て編）の実施
 　企業や団体、市町村を対象に、子育てをテーマ
としたワークショップや座談会など、参加型の講座
を実施する。

３ワーク・ライフ・バランス講座（介護編）の実施
 　企業や団体、市町村を対象に、男性の介護責
任が増す中で必要となる介護と仕事の両立につい
ての基礎的な講座を実施する。

４ふくしま男女共同参画プラン概要説明事業
 　ＷＬＢを基本目標として掲げている「ふくしま男
女共同参画プラン（平成２１年度改定）」の概要版
を作成し、周知・広報に活用するとともに、上記講
座資料として用いることで、男女共同参画の視点
から、ＷＬＢ推進の重要性の理解浸透を図る。

H24H22
生活環境部
人権男女共
生課

1,998



（政－様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

1123

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

補助金額48,689,000円

高齢者が、老人クラブを通じ、健康で豊かな
生活を送ることができるよう、県が補助す
る。

第１７回すこやか福島ねんりんピック平成２
１年４月２３日（郡山市）・ｼﾙﾊﾞｰ美術展平成
２１年９月３～７日（福島市）
第２２回全国健康福祉祭北海道・札幌大会
平成２１年９月５～８日（北海道）

第１８回すこやか福島ねんりんピック平成２
２年５月２０日・ｼﾙﾊﾞｰ美術展平成２２年９月
２～６日（福島市）　　　　　　　　　　　　　　　第
２３回全国健康福祉祭いしかわ大会平成２
２年１０月９～１２日（石川県）

補助金額20,165,000円

２２年度から新たに老人クラブ活性化事業
を実施。

百歳高齢者知事賀寿贈呈者：３２８名

百歳高齢者知事賀寿贈呈予定者者：４１４
名

補助額：18,103,000円

長寿社会についての意識啓発及び高齢者
の生きがいと健康づくりを支援し、豊かで明
るい長寿社会の実現を図る。

表彰数：（個人）９名、（団体）１団体

表彰し、事例紹介するこにより、県民の高齢
期をいきいきと過ごすための一助とする。

会員数　１４，９３６人
就業実人員　１２，５８９人
就業率　８４．３％

会員数、　就業実人員の増
就業率のアップ

農産物加工研修：（目標）実施回数１３回
　　　　　　　　　　　　　　　　受講者数３５０名
　　　　　　　　　　　 （実績）実施回数１３回
　　　　　　　　　　　　　　　　受講者数３１５名

農産物加工研修：（目標）実施回数１２回
　　　　　　　　　　　　　　　　受講者数３１５名

5
老人クラブ活動等社会活動
促進事業

高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、ス
ポーツ及び文化の総合祭典である「うつくしま、ふく
しま。健康福祉祭」を開催する。また、全国健康福
祉祭への選手派遣を行う。

S49

高齢者が主体となる介護予防と相互の生活支援を
可能にし、健康で豊かな生活を送ることができるよ
う老人クラブに対し市町村が行う補助事業に県が
補助する。

H24

H24S38

ⅰ

百歳高齢者知事賀寿事業

老人クラブ活動推進員設置
等補助事業

高齢者の健康・生きがいづく
り事業

ⅰ

5

47,611

ⅰ　高齢者が生きがいを持って積極的に社会参加できる環境の整備を進めます。
ⅱ　高齢者が長年培った豊富な知識や経験を生かして、農産物加工所や伝統工芸品製作所の運営など、新たな事業展開の取組みを
促進します。

⑨予算額
（千円）

ⅰ

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

保健福祉部
高齢福祉課

①施策名

②細項目名

⑩
始期

④細項目の具体的な
取組み

 礎１－（２）人々がはつらつとして活躍する社会の実現

③高齢者の生きがいづくり

保健福祉部
高齢福祉課

保健福祉部
高齢福祉課

19,133

18,214

単位老人クラブの育成指導、市町村老人クラブ連
合会活動並びに郡・地方老人クラブ連合会の育成
指導にあたり、老人クラブ活動の充実を図るととも
に、高齢者の健康及び生きがいづくりを促進するた
めに、県老人クラブ連合会に活動推進員を設置し、
その事業及び運営に必要な経費の一部を助成す
る。

H24H12

⑪
終期

ⅰ
長寿社会推進センター運営
費等補助事業

保健福祉部
高齢福祉課

いきいきと年齢を感じさせない生き方を実施してい
る高齢者及び積極的な社会参加活動を実践してい
る高齢者団体を表彰する。

保健福祉部
高齢福祉課

H09

H24
百歳の誕生日を迎えた高齢者を知事等が訪問し、
長寿を祝うとともに、敬老思想の高揚を図る。

S443,981

長寿社会イメージアップ作戦
事業

保健福祉部
高齢福祉課

986

18,425
長寿社会推進センター（社会福祉法人福島県社会
福祉協議会内）が実施する各種事業に対する管理
費及び事業費に対して補助金を交付する。

H24

再掲 2
（再掲）農産加工技術セン
ター運営費

農林水産部
農業振興課

3,846

Ｈ２２

ⅰ

9,075 Ｈ９

H12 H24

再掲 2
（再掲）シルバー人材セン
ター連合会補助金

商工労働部
雇用労政課

県内シルバー人材センターに係る普及啓発、広域
化を含めた育成指導を行う社団法人福島県シル
バー人材センター連合会に対し、その運営費の一
部を補助するとともに、平成１４年度以降に法人化
又は広域化したシルバー人材センターに期限を付
して補助する。

H22

農業者や農産加工組織等に対し、農産加工技術の
知識習得や技術の高度化を積極的に支援し、農業
所得の向上を図るため、農業短期大学校農産加工
技術センターの運営にあたる。

H10


